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1． この会社が目指す姿が理解できるか（将来） 

 

理解できる。住友金属鉱山の将来像は、「世界の非鉄リーダー」の実現という明確な長期

ビジョンとして提示されている。その到達点としてニッケル生産 15 万トン/年、銅権益分

30 万トン/年、材料事業の税引前利益 250 億円/年、親会社株主に帰属する当期利益 1,500

億円/年などの目標を示している。 

このビジョンは単なる規模拡大ではなく、グローバルで存在感のある資源権益・生産量、

模倣困難な技術と独自のビジネスモデル、安定した収益構造、SDGs など社会課題への貢献、

従業員の働きがいなどの要素を含む点が特徴的である。 

これに加え、2030 年のありたい姿として、非鉄金属の安定供給、カーボンニュートラル、

地球環境保全、人的資本経営など 6 つの重要課題を設定し、中期経営計画 2027 が具体的な

ロードマップとして示されており、将来像と現実の戦略の接続も明確である。 

特に重要なのは、資源、製錬、材料の 3 事業を連携させるビジネスモデルによって、カー

ボンニュートラル社会やサーキュラーエコノミーに貢献するという点である。これは単な

る企業成長ではなく、社会価値と企業価値の両立を目指す構造となっている。 

以上より、この企業の将来像は抽象的な理念にとどまらず、定量目標や事業戦略と結びつ

いており、十分に理解可能であると評価できる。 

 

 

2． この会社の競争優位性が理解できるか（現在） 

 

理解できる。住友金属鉱山の競争優位性は、主に以下の 3 点に集約できる。 

第一に、最大の強みは、資源・製錬・材料を一体化したビジネスモデルである。これは単

なる垂直統合ではなく、資源権益の確保、製錬での高い操業技術、材料での高付加価値化が

一連でつながっており、特にニッケルでは鉱石から電池材料まで一貫したサプライチェー

ンとトレーサビリティを持つ。 

第二に、HPAL 法などの高度な製錬技術は、同社の中核的競争力である。特に、低品位鉱

石から金属を回収する技術は参入障壁が高く、他社が容易に模倣できない。 

第三に、430 年以上の歴史に基づく住友の事業精神による信頼関係は、優良鉱山権益の獲

得やパートナーシップ構築に寄与している。また、人的資本・知的資本・社会関係資本とい

った非財務資本の蓄積も競争優位性の重要な要素となっている。 



以上より、同社の競争優位性は、技術・ビジネスモデル・信頼資本により構成されている

ことが理解できる。 

 

 

3． その競争優位性に持続性があるかどうか理解できるか（変化） 

 

結論として、住友金属鉱山の競争優位性は比較的高い持続性を有すると理解できるが、外

部環境に依存する側面も存在すると考えられる。 

報告書では、資源枯渇に備えた新規権益獲得、電池リサイクルを含む循環型事業、2050

年カーボンニュートラルに向けたロードマップ、DX による生産性向上、人材育成、研究開

発、社外取締役比率引上げなど、競争力を維持・更新する仕組みが示されている。特に、資

源から材料まで一貫したサプライチェーンは、電池材料など成長市場において強力な優位

性となる。また、リサイクル技術や電池材料事業の強化により、脱炭素社会への適応も進ん

でいることも重要である。 

他方で、非鉄金属価格の変動、資源の有限性、電池材料市場の需給変化、大型投資の回収

遅れは無視できない。ただし、同社は材料事業による収益安定化やポートフォリオ見直しに

より、これらのリスクを緩和する仕組みを持つ。 

総合的に見ると、競争優位性は完全に持続的ではないものの、新規案件の具体化と事業ポ

ートフォリオの再強化が続く限りにおいて、構造的に持続性を高める設計がなされている

と評価できる。 

 

 

4． この会社で自身の人的資本の価値向上を達成できると思うか 

 

本報告書からは、人的資本の価値向上は達成できると思う。 

報告書では、「多様な人材が集い、成長し活躍できる企業」を掲げ、階層別研修、DX 教育、

社内公募によるキャリアチャレンジ、海外プロジェクトへの派遣、研究開発拠点での専門性

向上、安全・コンプライアンス教育など、成長機会が比較的体系的に整備されている。特に、

資源・製錬・材料の 3 事業をまたぐ経験や、グローバル案件・先端材料開発に関われる点

は、専門性と汎用性の両面でスキル向上につながり、幅広い学びにつながる。カーボンニュ

ートラルや資源循環など、意義の高い社会課題の領域に関与できる点も人的資本価値の向

上に寄与する。 

ただし、重工業的な業務環境、安全管理の厳しさ、グローバル事業の負荷など、個人によ

っては適応が必要な要素もある。また、こうした環境を生かせるかは本人の主体性に左右さ

れるため、自ら学び挑戦する姿勢が前提になる。 

総じて、技術系・資源系キャリアを志向する人にとっては、人的資本の価値向上が十分に



期待できる企業である。 

 

 

5． 報告書のよかった点はどこか、どのような改善余地があるか 

 

よかった点として、価値創造プロセスや 3 事業連携が図解で分かりやすく、長期ビジョ

ン、中期計画、KPI が体系的に整理されており、戦略の一貫性が理解しやすい点が挙げられ

る。また、人的資本、環境、社会関係などの情報が豊富であり、ESG 視点での評価が可能

な点もよかった。 

改善余地としては、競合他社との比較や数値的優位性の提示が限定的であり、投資判断に

はやや不足な点が挙げられる。また、資源価格や地政学リスクが業績に与える影響の説明が

足りないように感じた。リスクは提示されているが、具体的な影響度やシナリオ分析が弱い。

人的資本投資の成果指標、各施策が学生や就職希望者のキャリア形成にどうつながるかの

具体例がもっとあると、読者はより実感を持って理解できると考える。 


